
III.事業のまとめと今後の展望 

1.事業のまとめ  

(1) 事業の実施概要 

本事業では、 

・  基幹となる「高度医療人キャリア形成教育研究推進プログラム」に「国際医療薬学教育研

究推進プログラム」、「グローバル健康環境教育研究推進プログラム」、「地域薬学人材養成

教育拠点形成プログラム」及び「地域医療薬学教育研究推進プログラム」を加えた 5 事業に

ついて主に開発・実施した。 

・  大阪大学では、主幹校として参画大学におけるこれらの取組の運営を総括するとともに、

5 事業の一環として、参画大学間の連携・協働のもと、「主幹校企画シンポジウム」、「合同研

修会・キャリア形成支援ワークショップ」及び「学生自主研修プログラム」を企画・実施した。 

また、他大学と同様に独自のリソースを活用して、主な 5 つの研究教育プログラムの開発と

実施に取り組んで。これらは、II-4 として報告した。 また、II-5 として、「大阪大学 OU マスタ

ープラン 2027 に特に貢献した教育研究活動に関する報告」を纏めた。 

・  これに加えて、これらのプログラムを基盤として参画大学が発展的に企画・実施した「各地

区 (8 地区)で他大学や病院・薬局実務実習地区調整機構、薬剤師会、病院薬剤師会等との

連携によって実施された取組や教育研究プログラム」、「学部卒業者、大学院博士課程修了

者と連携した取組や教育研究プログラム及び卒業者、修了者を支援する取組や教育研究プ

ログラム」、 「薬学教育モデル・コアカリキュラムの改訂に合わせた取組や教育研究プログラ

ムあるいは学部教育・大学院教育の質を向上させるための大学独自の取組や教育研究プロ

グラム」及び「大学院博士課程進学を促進するための取組や教育研究プログラム」を II-3

「「高度先導的薬剤師の養成とそのグローカルな活躍を推進するアドバンスト教育研究プログ

ラムの共同開発」事業における主な 5 プログラム以外の教育研究活動に関する成果報告」と

した。  

・ さらに、II-6「国公立大学における学部教育、大学院教育の充実と高度化に向けた教育研

究プログラムの在り方について」において、「学部教育、大学院教育の充実と高度化に向けた 

FD・SD 活動」及び「学部教育、大学院教育の充実と高度化に向けて推進すべき教育研究活

動」 として、参画大学の取組・活動について報告した。  



それぞれの取組の開発と実施については、第 2 期中期目標・計画期間に国立 14 大学連

携事業として実施した文部科学省特別経費事業「先導的薬剤師養成に向けた実践的アドバ

ンスト教育プログラムの共同開発」では、学部教育及び大学院教育において、それぞれ 4 つ

のテーマを設定し、 参画大学を 4 つにグループ化して各グループが学部教育及び大学院教

育に係るテーマをひとつずつ分担してグループ内の大学の連携によって共同開発・実施する

形式をとったが、本事業では参画大学のグループ化は行わず、各大学が自由に取り組むこと

とした。すなわち、事業の開発・実施については大学間連携を基本としつつも、参画大学はそ

れずれこれまでの教育研究プログラムの開発実績と教育研究に係る特徴的なリソースを活

用して事業に取り組むことができ、それぞれの大学の学部・大学院における教育理念や教育

研究上の目的、さらには三つのポリシーに基づき、 各大学の強みを生かした自由度の高い

教育研究プログラムの開発・実施を目指した。  

(2) 事業の成果  

実施した取組の成果は、「II.事業成果報告」で報告したとおりである。2019 年(令和元年)度

末から始まった新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けて、大学における教職員、 学生

に厳しい行動制限が課せられ、教育研究活動において大きな支障が生じている。これによっ

て本事業における学部・大学院における教育研究プログラムの開発・実施にも悪影響がでた

が、事業計画については大きな変更は行わなかった。  

主な 5 つの教育研究プログラムでは、 

1) 「高度医療人キャリア形成教育研究推進プログラム」については本事業の基幹的な取組

として位置付けられる。コロナ禍による制限が厳しかったものの、参画大学のこれまでの独自

の教育研究の実績や、「先導的薬剤師養成に向けた実践的アドバンスト教育プログラムの共

同開発」事業の成果を基盤として、国公立大学としての特徴的かつ充実したリソースを活用し

た取組が行われ、成果をあげることができた。今後の薬学全体の教育研究の質向上に向け

た先駆的な教育研究プログラムになるべく、さらなる充実と普及を図りたい。特に、現在国公

立大学薬学 6 年制教育研究検討委員会において最重要課題となっている大学院進学者数

低迷については、その解消に向けた学部及び大学院における教育研究プログラムの充実が

必須であることから、特に注力したいところである。  

2)  「国際医療薬学教育研究推進プログラム」及び「グローバル健康環境教育研究推進プロ

グラム」については、本事業の中で最もコロナ禍の影響を受けた取組と言える。「先導的薬剤

師養成に向けた実践的アドバンスト教育プログラムの共同開発」事業では十分ではなかった



学部生、大学院生の国際性涵養、ひいては国際的に活躍できる高度薬学人材の養成を目指

して本事業で重点を置き、2016 年度から 2018 年度までは多くの「学生自主研修プログラ

ム」としての海外交流プログラムが実施された。これを発展させて基幹経費化後は海外にお

ける研究交流や調査活動、インターンシップなどのプログラムの充実・実質化を図る予定であ

ったが、コロナ禍発生から事業の最終年度まで、学生や教員、研究者の派遣や招へいはほ

とんど実現せず、停滞した。この期間もオンラインでの交流は活発に実施され、充実も図られ

ていることから、今後実際の派遣・交流を基本とするものの、ウィズコロナ時代の海外との交

流の在り方として今後積極的な展開と高度化を目指したい。  

3)  「地域薬学人材養成教育拠点形成プログラム」及び「地域医療薬学教育研究推進プログ

ラム」については、すでに参画大学は「先導的薬剤師養成に向けた実践的アドバンスト教育

プログラムの共同開発」事業の成果を基盤として、各地域の薬学教育研究における中核大学

として地域医療を担う人材の育成や地域医療の発展に貢献しており、コロナ禍で十分な人事

交流はできなかったものの、それぞれの大学の強みを生かした教育研究プログラムの開発と

実施が行われたと言える。今後は、特に自由度が増した実務実施体制のもと、AI や DX の

導入などによる臨床教育の高度化により地域医療のさらなる充実・発展への貢献を目指した

い。  

4)  上記のような教育研究プログラムについては、引き続き共同開発と実施を図りたい。一

方、 優れたプログラムについては参画大学だけではなく薬学全体への普及が期待される。

そのため、今後は連携大学間で開発プログラムの多様な教育研究環境における効果を検証

しその改善を図ることと、モデルプログラムとしての積極的な情報提供を進める必要がある。  

大阪大学が実施した教育研究プログラムについては、II-4 で報告したとおり、2019 年(令

和元年)度から国立大学初の全 6 年制薬学部の開始を受けて、新たな全 6 年制の学部教

育・大学院教育による“高度先導的薬剤師”の養成に向けて「高度医療人キャリア形成教育

研究推進プログラム」の開発・実施を行った。さらに大阪大学の基幹経費事業であることに鑑

み、II-5 で報告したとおり、本事業の大阪大学 OU マスタープラン 2027 への貢献に注力し

た。  

主な 5 つの教育研究プログラムとも関連する「国公立大学における学部教育、大学院教育の

充実と高度化に向けた教育研究プログラムの在り方について」では、II-6 で報告したとおり、

「学部教育、大学院教育の充実と高度化に向けた FD・SD 活動」と、国公立大学学部長(科

長・学長) 会議のもとに置かれた国公立大学薬学 6 年制教育研究検討委員会における検討



課題を受けた「学部教育、大学院教育の充実と高度化に向けて推進すべき教育研究活動」

に関する課題と提言を取り上げた。いずれも参画大学それぞれの取組とそれぞれが考える

国公立大学における課題と今後に向けた提言となっている。  

前者については、FD は学部と大学院について設置基準において必須化され、2020 年(令和

2 年) に大学に示された「教学マネジメント指針」(概要:II-6・図 1, p. 215)の中でも“学修成果・ 

教育成果を最大化するために組織的かつ体系的に実施すること”が求められ、特に国公立

大学の場合は様々な補助金申請の際に必須事項として実績を求められることもあり、大学、

部局の両方で非常に活発に行われている。今後は、教学マネジメント指針に示される“「卒業

認定・学位授与の方針」に定められた資質・能力を身に付けた学生を育成する上では、同方

針に基づく体系的 なカリキュラムの組織的な編成のみならず、これを学修者本位の教育と

いう観点から適切に実施するために必要な資質・能力を備えた教職員の存在が不可欠”とい

う観点で、FD・SD 活動のさらに充実させる必要があることから、参画大学連携による質の高

い「FD・SD コンテンツ」の共同開発と共有も有効と考えられる。  

後者については、2021 年(令和 3 年)6 月に公表された厚生労働省「薬剤師の養成及び資質

向上等に関する検討会とりまとめ」(提言概要:II-6・図 2, p.231)と、これを受けて文部科学省

「薬学系人材養成の在り方に関する検討会」により 2022 年 8 月に出された「6 年制課程にお

ける薬学部教育の質保証に関するとりまとめ」について国公立大学薬学 6 年制教育研究検

討委員会 において検討し、ここで取り上げている課題に加えて、薬剤師の地域偏在や薬学

における教育に質の低下を取り上げ、その解消や質向上を図るための取組の必要性を確認

したところである。今後の取組、対応については、次項の「事業の今後の展望」で扱う。  

2.事業の今後の展望  

今後の事業の展開として、これまで参画大学の連携によって開発・実施してきた教育研究プ

ログラムのさらなる充実・発展・と普及により、事業の目的である現在及び未来の医療のダイ

ナミックな変化に的確に対応した先進医療や、開発から安全確保までを包括する創薬研究や

高度な保健衛生を主導できる高度先導的薬剤師を養成し、そのグローカルな活躍の支援・推

進を目指す。 本事業における主な 5 つの教育研究プログラムやこれを基盤として開発・実施

を行った事業の成果と課題、今後の展望は 1 で述べたとおりであり、特に「高度医療人キャリ

ア形成教育研究推進プログラム」のさらなる充実と実質化による大学院博士課程進学の促

進と、コロナ禍によって停滞した「国際医療薬学教育研究推進プログラム」及び「グローバル



健康環境教育研究推進プログラム」の推進・高度化による国際的に活躍できる高度先導的

薬剤師の養成は、最重要取組である。  

これと同時に、本事業においては国公立大学薬学 6 年制教育研究検討委員会によって進

めている薬学 6 年制教育における課題の解決を図るための教育研究プログラムの開発・実

施を志向することが重要である。厚生労働省や文部科学省の検討会のとりまとめに置いて取

り上げられた薬剤師の地域偏在については、上記のとおり検討委員会において国公立大学

で取り組むべき新たな課題と位置付けられており、特に地方にあり地域の薬学教育研究の

中核を担う国公立大学にとっては、地域医療の充実・発展のために解決を図るべき重要な課

題と言える。薬剤師の地域偏在は、 高齢者人口の比率が高い地方の二次医療圏におい

て、これが低い都市部と比べて高齢者人口当たりの薬剤師数が有意に低いこと、つまり地方

では薬剤師不足が深刻化し都市部と同様のレベルの医療提供が難しくなるという喫緊の課

題である。これについては、本事業の 2022 年(令和 4 年) 度から始まる第 4 期中期目標期

間における新たな取組として、文部科学省の 2021 年(令和 3 年) 度「ウィズコロナ時代の新

たな医療に対応できる医療人材養成事業」において国公立大学の申請が数多く採択された

のを機会に、参画大学連携による「DX 教育プログラム」の共同開発をすでに始めており、そ

の中で薬剤師の地域偏在の解消に貢献できる様々な形態の教育研究プログラムの開発・実

施を目指す。  

すなわち、本事業における主な教育研究プログラムである「地域薬学人材養成教育拠点形

成プログラム」及び「地域医療薬学教育研究推進プログラム」の一環として、 

 ・参画大学間における学部生・大学院生を対象とした地域医療 DX 教育プログラムの共同

開発・実施を行う。 

 ・全国の薬学部がない医学部附属病院・薬剤部と連携して、薬剤師及び学生対象の地域医

療 DX 教育プログラムの開発・実施を行う。 

 ・大学・病院・薬局の連携による地域医療教育推進モデルシステムにおいて、薬剤師対象の

地域医療 DX 教育プログラムを実施する。  

ことにより、地域医療の高度化と先進化を進め、また各地域に地域医療人材育成ネットワー

クを構築し、各地域の状況に合わせた地域医療に貢献できる薬剤師の養成と定着を図る。こ

れによって、地域医療の充実と薬剤師の地域偏在解消への貢献を目指す。  



大阪大学は、「生きがいを育む社会」を創造する大学として、2022 年(令和 4 年)から始まる 

第 4 期中期目標期間に加え、さらにその先も見据えた中長期的な経営ビジョンある

「OU(Osaka University)マスタープラン 2027」を掲げている。この中で「教育基盤:知性あふ

れる人材を持続的に育成する教育環境の整備」、「研究基盤:自由な発想が芽吹く研究環境

の構築」、「コロナ新時代に対応する情報基盤整備」、さらには「グローバル戦略:世界規模の

課題に立ち向かうグローバル人材の育成と学術研究の推進」を進めており、上記のような基

幹経費化された第 4 期中期目標期間における本事業は、まさにこういった大阪大学の目標

への到達に向けた教育研究における取組を具現化するものである。すなわち、国公立大学

が担うべき薬学領域、医療における社会的な責任を自覚し、社会とともに歩み、活力ある社

会を創出するためのイノベーションを担う人材である“高度先導的薬剤師”の養成や新たな価

値の創成を通して、「社会を創造」する大阪大学がグローバル社会が求める負託に応えるた

めの事業と言える。 

 

 

 

 

 


